
社会福祉連携推進法人制度について（周知） 

 

１ 制度創設の趣旨について 

  社会福祉連携推進法人制度は、令和 2 年 6 月に公布された「地域共生社会の実現のた

めの社会福祉法等の一部を改正する法律」に基づき創設され、令和 4 年 4 月から施行さ

れます。 

  社会福祉連携推進法人は、①社員の社会福祉に係る業務の連携を推進し、②地域におけ

る良質かつ適切な福祉サービスを提供するとともに、③社会福祉法人の経営基盤の強化

に資することを目的として、福祉サービス事業者間の連携方策の新たな選択肢として創

設されるものです。 

 

２ 制度の概要について 

 この社会福祉連携推進法人は、２以上の法人が社員として参画し、以下の６つの「社会

福祉連携推進業務」のうちから、１つ以上の業務を行うことで設立が可能です。（①地域

福祉支援業務、②災害時支援業務、③経営支援業務、④貸付業務、⑤人材確保等業務、⑥

物資等供給業務）ただし、社会福祉事業を行うことはできません。 

 その設立により、同じ目的意識を持つ法人が個々の自主性を保ちながら連携し、規模の

大きさを活かした法人運営が可能となります。 

  今後、社会福祉連携推進法人の枠組みを活用することにより、法人間のサービス手法・

人材育成等のノウハウ共有、地域に不足するサービス資源の創出等、地域ニーズの変化に

対応していくための様々な効果が期待されています。 

  制度の概要について、令和 3 年度全国厚生労働関係部局長会議資料（次ページ）もご覧

ください。 

 

 

社会福祉連携推進法人制度について、詳細を知りたい方へ 

 ◆社会福祉連携推進法人制度の周知を図るための動画があります。 

   URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_20378.html  

  （厚生労働省「社会福祉連携推進法人制度」のページにアクセスします） 

⇒社会福祉連携推進法人制度のポイントや、法人間連携に取り組む実践者にお話を伺い、 
制度への理解を深めるための動画としてまとめました。社会福祉連携推進法人の活用に 
より、福祉・介護人材の確保や、法人の経営基盤の強化、地域共生の取組の推進などが 
可能となりますので、ぜひご視聴ください。（厚生労働省 HP） 

  

◆設立に係る相談については、まずは下記までお問合せください。 

  【問合せ先】青森市福祉部指導監査課 社会福祉法人チーム  

   メール：shido-kansa@city.aomori.aomori.jp 

情報提供2



社会福祉連携推進法人について

○ 社会福祉連携推進法人は、①社員の社会福祉に係る業務の連携を推進し、②地域における良質かつ適切な福祉サービスを提供するとともに、③社会福祉法人
の経営基盤の強化に資することを目的として、福祉サービス事業者間の連携方策の新たな選択肢として創設。

○ ２以上の社会福祉法人等の法人が社員として参画し、その創意工夫による多様な取組を通じて、地域福祉の充実、災害対応力の強化、福祉サービス事業に係
る経営の効率化、人材の確保・育成等を推進。
⇒ 社会福祉連携推進法人の設立により、同じ目的意識を持つ法人が個々の自主性を保ちながら連携し、規模の大きさを活かした法人運営が可能となる。
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※ 各法人は、複数の
社会福祉連携推進法人
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【法人運営のポイント】

○ 社会福祉連携推進区域(業務の実施地域。実施地域の範囲に制約なし。)を定め、社会福祉連携推進方針(区域内の連携推進のための方針)を決定・公表
○ 社会福祉連携推進業務の実施（以下の６業務の中から全部又は一部を選択して実施）
○ 上記以外の業務の実施は、社会福祉連携推進業務の実施に支障のない範囲で実施可（社会福祉事業や同様の事業は実施不可）
○ 社員からの会費、業務委託費等による業務運営（業務を遂行するための寄附の受付も可）
○ 社員である法人の業務に支障が無い範囲で、職員の兼務や設備の兼用可（業務を遂行するための財産の保有も可）

理事会
（理事６名以上・
監事２名以上）

社員総会
（法人運営に係る重要事項

の議決機関）

社会福祉連携推進
評議会

（3名以上）

法人の業務を執行
事業計画等への意見具申や事業の評価

（社員総会・理事会は意見を尊重）

①地域福祉支援業務 ②災害時支援業務 ③経営支援業務 ④貸付業務 ⑤人材確保等業務 ⑥物資等供給業務

・地域貢献事業の企画・立案
・地域ニーズ調査の実施
・事業実施に向けたノウハウ
提供 等

・応急物資の備蓄・提供
・被災施設利用者の移送
・避難訓練
・BCP策定支援 等

・経営コンサルティング
・財務状況の分析・助言
・事務処理代行 等

※ 介護職種に係る技能実習の監理団体
は、経営支援業務として行う

・社会福祉法人である社員に
対する資金の貸付け

※ 貸付け毎に所轄庁の認定が必要
※ 貸付け原資の提供は、原資提供社員

(社会福祉法人)の直近３カ年度の本部
拠点の事業活動計算書における当期
活動増減差額の平均額が上限

※ 貸付け原資は、社会福祉充実財産の
控除対象財産とはならない

・採用・募集の共同実施
・人事交流の調整
・研修の共同実施
・現場実習等の調整 等

・紙おむつやマスク等の物
資の一括調達

・給食の供給 等

※ 原則１社員１議決権※ 代表理事１名を選出

※ 不当に差別的な取扱いをしないなど、一定の要件を満たす場合であっ
て、社員間の合意に基づき、定款に定める場合は、異なる取扱いも可能

※ 理事及び監事の要件は、
社会福祉法人と同水準

社会福祉連携推進法人（一般社団法人を認定）

大学等福祉・介護人材養成施設への募集活動や合同説明会の開催
合同の職員研修の実施、社員間の人事交流の調整

特別養護老人ホームＢ 特別養護老人ホームＣ特別養護老人ホームＡ

（社員）

社会福祉連携推進法人

⇒学生等への訴求力の向上、福祉・介護人材
の資質向上、採用・研修コストの縮減が期待

【社会福祉連携推進法人のイメージ（介護施設における人材確保に活用する場合）】

会費等を支払い、社員として参画、社員総会において議決権を行使 社会福祉連携推進業務等を通じた便益を享受

【社員として参画できる法人の範囲】

社会福祉法人

※ ２以上の法人が参画し、参画する社員の過半数は社会福祉法人であることが必要

社会福祉事業を
経営する法人

社会福祉事業等に従事
する者の養成機関を
経営する法人

社会福祉を目的
とする公益事業を
経営する法人

※ 社会福祉連携推進区域の福祉の状況の声を反映
できる者を必ず入れる
業務に応じて、福祉サービス利用者団体、経営者
団体、学識有識者等から構成

※ 議決権の過半数は、社会福祉法人である社員が持つ
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